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第４節 用地実測図等の作成 

（用地実測図の作成） 

第 48条 用地実測図の作成に当たっては、次の各号の方法により行うものとする。 

一 用地実測図は、境界・現況測量より得られた成果に基づき、縮尺 250 分の１を標準として（土

地が市街地以外の地域にあるとき等にあっては、監督員の指示により適宜定めることができる。）

用地実測図を作成するものとする。 

二 用地実測図には次の事項から監督員が指示する事項を記入する。 

（１）基準点及び境界点（官民、所有権、借地、地上権等境界点）の座標値、点名、標杭の種類及

び境界線 

（２）面積計算表 

（３）各筆の地番、不動産番号、地目、土地所有者氏名及び借地人等氏名 

（４）境界辺長 

（５）隣接地の地番及び境界の方向線 

（６）借地境界 

（７）用地取得線 

（８）図面の名称、配置、方位、座標線、地図情報レベル、座標系、測量年月日、計画機関名称、

作業機関名称及び土地の測量に従事した者の記名押印 

（９）市町村の名称、大字、字の名称又は町、丁の名称及び境界線 

（10）中心杭及び幅杭点の位置 

（11）現況地目 

（12）道路名及び水路名 

（13）建物及び工作物 

（14）用地取得の対象となる土地及び残地の面積 

（15）その他指示された事項 

三 用地実測図の規格は、日本工業規格Ａ１判を標準とし、左を起点側、右を終点側とし、数葉に

わたるときは、右上に番号を付するとともに、当該図面がどの位置に存するかを示す表示図を記

載するものとする。 

四 用地実測図の作成に当たっては、別表第１に定める用地実測図及び用地平面図表示記号により

表示するものとする。 

五 現況地目が異なる場合は、括弧書きにて現況地目を記入するものとする。 

（用地平面図の作成） 

第 49条 受注者は、用地実測図を基に、用地実測図各葉について連続させた用地平面図等を作成する

ものとする。 

２ 用地平面図には、原則として、次の各号の事項を記入する。 

一 基準点、境界点（官民、所有権、借地、地上権等の境界点）及び境界線 

二 各筆の地番、現況地目、土地所有者氏名、借地人等氏名及び取得面積 
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